
 

公契約事業従事者の適正賃金と安定雇用を確保する公契約法の制定を 

求める意見書 

 

 公共サービス基本法公布から１０年余が経過するが、その第１１条に規定された「国及び

地方公共団体は、安全かつ良質な公共サービスが適正かつ確実に実施されるようにするため、

公共サービスの実施に従事する者の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備に関し

必要な措置を講ずるよう努めるものとする。」の実効性確保は、条例制定など各地方公共団

体の取り組み任せとなっている。 

 公共サービス基本法制定の背景は、公共サービスの民間開放が急激に推進されるもと、受

注をめぐる低価格過当競争や短期間での契約更新が、多くの公契約事業従事者を低賃金かつ

不安定雇用の「官製ワーキングプア」に陥れ、最大限の利益確保を旨とする民間企業理念が、

公共サービスの質の低下や人命をも損なう重大事故の多発を招いたことにある。 

 そうした背景のもと、各地方公共団体の自発的な努力により、近年では人命を損なう事態

こそ回避できてはいるものの、公共サービスの質の保持が瀬戸際の状況にあることは変わり

なく、「官製ワーキングプア」の問題は依然として深刻であり、個別地方公共団体の努力に

よる公契約適正化の取り組みは、様々な行政課題が山積するもとで限界にきていると言わざ

るを得ない。 

 以上の状況を踏まえれば、「公共サービス基本法」の実効性を確保する制度の確立や、各

地域に根差して公共サービスを担う事業者や労働者の育成・支援策の具体化など、国を挙げ

ての取り組みが重要かつ急務であることは言を俟たない。 

 よって、扶桑町議会は、下記の事項を実現するよう強く要望する。 

 

記 

 

１．「公共サービス基本法」第１１条を確実に実施できるよう、同法第４条に規定された国

の責務を早期かつ十全に果たすこと。 

２．公契約事業従事者の、適正な賃金・労働条件と雇用の安定・継続を保障する「公契約法」

を早期に制定すること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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